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総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 

ガス事業制度検討ワーキンググループ（第９回）審議概要 

 

 

１．日 時 ２０１９年８月２日（水） １０：００～１１：１５  

 

２．場 所 経済産業省 地下講堂 

 

３．出席者＜委員＞  

山内座長、市村委員、大石委員、男澤委員、橘川委員、草薙委員、武田委員、

二村委員、又吉委員、松村委員、山野委員 

＜オブザーバー＞  

佐藤 美智夫 東京電力エナジーパートナー株式会社 取締役副社長 

沢田 聡   一般社団法人日本ガス協会 専務理事 

戸出 繁   国際石油開発帝石株式会社 国内エネルギー事業本部 

ガス事業企画ユニット ジェネラルマネージャー 

中島 俊朗 石油資源開発株式会社 執行役員 経営企画部／広報IR部担当役員

補佐 

冨士元 宏明 ＪＸＴＧエネルギー株式会社 リソーシズ＆パワーカンパニー 

       ガス事業部長 

＜経済産業省＞  

下堀ガス市場整備室長、月舘ガス安全室長 他 

 

４．議事次第 

  1．開会 

  2．説明・討議 

⑴ 二重導管規制に係る変更・中止命令の判断基準に関する検討 

⑵ ＬＮＧ基地の第三者利用に関する検討 

⑶ スタートアップ卸に関する受付窓口設置状況 

⑷ ガス小売営業に関する指針（改定案） 

3．閉会 

 

５．議事概要  

事務局より資料説明後、自由討議 

議題１  

＜二重導管規制に係る変更・中止命令の判断基準に関する検討について＞＊１ 

⚫  17年～19年の3年間について、全国ガス需要の増加率に相当する4.5％(年1.5％✕3年)

を上限値としているが、6月5日のガスＷＧ時点では、二重導管により２億４０００万㎥３

件の需要が獲得されたが、上限に達した供給区域はないと報告された。 
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⚫  20年以降の二重導管規制について 

①  一般ガス導管事業者の供給区域ごとに、06年～18年度のネットワーク需要の「年平均

伸び率」ａ％を算定し、３年分（年平均ａ％✕３年）を20～22年度３年間の上限量（獲

得可能量）とする。 

②  23年以降も最新データを基に３年ごとに上限を設定する。 

③  前期間の獲得可能量の余剰は繰り越さない。 

④  新たな期間の半年前（9月末）までに獲得可能量を国が求めに応じて新規参入者に開

示する。 

 

⚫  20～22年度の３年間は現時点で制度が決まっていないこと、需要が伸びていない区域

では獲得可能量がゼロになることなどから激変緩和措置を検討していく。具体的な案と

しては、新しい算定方式による上限値が、17～19年度の上限量（4.5％）の残余分より少

ない区域では、今回限定で残余分を上限量とする。なお、都市ガス大手４社ごとの06～

17年度のネットワーク需要の伸び率は、単純平均で最大1.43％、最小▲0.29％となって

いる。 

 

⚫  多くの委員がエネ庁案を適切としつつ、あるオブザーバーは激変緩和措置については

「ある程度理解できるが非常に厳しい措置」と言っており、ネットワーク需要の伸びが

マイナスの事業者もあり、需要の伸びを上回って既存需要離脱を許容するケースが生じ

るので「20～22年度に限定してほしい。」と念押しした。 

 

⚫  伸びの全量に相当する既存需要が二重導管に取られる可能性があるため、上限量につ

いて十分検討するよう事務局に依頼した。  

 

議題２ 

＜ＬＮＧ基地の第三者利用に関する検討について＞ 

⚫  小規模ＬＮＧ基地とサテライト基地の利用ニーズ調査では、第三者利用が義務付けら

れている２０万kℓ以上のＬＮＧ基地に準じた利用促進策を検討すべきか判断するために

調査を行った。電力会社等４１社が回答したが、２０万kℓ未満のＬＮＧ基地の利用ニー

ズは０件であった。また、サテライト基地は２件あったが「今後の事業展開を見据え利

用を具体的に検討する可能性」にとどまった。 

 

⚫  オブザーバーからＬＮＧ基地に第三者利用義務が課されているのは、投資額の大きさ

や土地確保の難しさから新規参入者による整備が困難であるからと指摘。サテライト基

地は新規参入者でも建設が比較的容易であり、検討にあたっては基地保有者の事業運営

に支障を来さず、建設インセンティブを損なわないよう留意していただきたいとの発言

があった。 

 

議題３ 

＜スタートアップ卸に関する受付窓口設置状況について＞ 

⚫  新規参入者支援のための「スタートアップ卸」について、関係する都市ガス９社が７

月３１日までに受付窓口を設置し、自社ホームページに掲載した。 



3 

 

議題４ 

＜ガスの小売営業に関する指針ついて＞ 

⚫  需要家代理モデルの留意点を追記した「ガス小売営業に関する指針」の改正案の報告

があった。 

 

 

６．次回、１０／２９（火）１５：００～ 場所については後日ご案内する。 

 

以上 

 

＊１ 二重導管規制について 

電力会社等が自社の導管を使い未熱調ガスなどを需要家に供給する「特定ガス導管事

業」に対して、一般ガス導管事業者の供給エリアでの供給に一定の制限をかける制度。 

一般ガス導管事業者の既存需要を多く奪うと託送料金の値上げにつながり一般需要家の

利益を阻害する可能性がある。 

一方で、二重導管は、大口需要家向け供給で競争を促進し一般ガス導管事業に効率化努

力を促すほか、未熱調ガスなど安いガスを供給することで産業競争力強化に寄与するとさ

れ、託送料金の値上げにつながらない範囲の上限量を設けている。 
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ガスの小売供給契約及び需要家代理契約に当たり注意すべき事項例（案） 

 

令和元年●月●日 

 

ガス小売事業者各位 

 

経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室 

 

 

１．本事務連絡の位置付け 

 ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）第２条第１項の小売供給に係る契約

及び需要家代理モデル（※１）における需要家と代理事業者の代理契約（以下

「需要家代理契約」という。）については、消費者契約法（平成１２年法律第

６１号）が適用される可能性がある。 

本資料は、消費者庁が公開する消費者契約法の逐条解説（※２）を踏まえて

経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室が整理した、ガ

スの小売供給契約及び需要家代理契約に当たり消費者契約法関係で注意すべき

事項例である。 

関係各位においては、消費者トラブルを防止するために、消費者に対して不

当な勧誘行為がなされたり、不当な契約条項を用いられたりすることがないよ

う留意されたい。 

 

（※１）需要家に代わって、ガス小売事業者との料金交渉や料金請求等をまと

めて行ったり、代理サービスを他のサービスとセットで提供したりする需要

家代理モデルが想定される。需要家代理モデルのガス小売事業に係る注意事

項はガスの小売営業に関する指針を参照されたい。 

（※２） 消費者契約法上の「消費者」「事業者」の定義や各条文の解釈の基

本については、消費者庁のホームページに掲載されている逐条解説を参照さ

れたい。 

 

 

２．消費者契約に関する留意点 

 ①ガス小売事業者と消費者との間で締結されるガスの小売供給契約、及び②

ガスの需要家代理人となる事業者と消費者との間で締結される需要家代理契約

には、消費者契約法の適用があると考えられる。その場合、事業者は、勧誘に

際して以下の点に留意されたい。 

参考資料１ 
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（１）小売供給契約について 

 ガス小売事業者が小売供給契約の締結について消費者の勧誘をするに際し、

消費者に対して、当該小売供給契約に割引が適用される旨を告げ、かつ、当該

小売供給契約の割引が適用されなくなる条件を告げなかったことにより、消費

者が、当該小売供給契約の割引が適用されなくなる条件が存在しないとの誤認

をし、それによって当該小売供給契約の申込み又はその承諾の意思表示をした

ときは、消費者契約法第４条第２項の規定に基づき、当該申込み又はその承諾

の意思表示を取り消すことができる可能性がある。 

 ガス小売事業者はいかなる理由があっても一切損害賠償責任を負わない、ガ

ス小売事業者に責めに帰すべき事由があっても一切損害賠償責任を負わない、

又はガス小売事業者に故意又は過失があっても一切損害賠償責任を負わないと

いった条項は、債務不履行や不法行為による損害賠償責任の「全部を免除する

事項」に該当し、消費者契約法第８条第１項第１号及び第３号の規定に基づ

き、無効となることとされている。 

ガス小売事業者の債務不履行により生じた消費者の解除権を放棄させ、又は

当該ガス小売事業者にその解除権の有無を決定する権限を付与する条項は、消

費者契約法第８条の２の規定に基づき、無効となることとされている。  

消費者が小売供給契約を解約する際に高額な違約金を請求する条項が小売供

給契約に含まれており、解除に伴う解約料の金額が当該事業者に生ずる「平均

的な損害の額」を超える場合には、平均的な損害の額を超える部分が、消費者

契約法第９条第１号の規定に基づき、無効となることとされている。 

このほか、消費者契約法の適用がある場合は、勧誘に際して、 
①重要事項について事実と異なることを告げること、 
②消費者（被害者）が、事業者に退去すべき旨の意思を示したにもかかわらず

退去しないこと 
など、ガス小売事業者の不当な勧誘行為があれば、消費者は、締結された契約を

取り消すことができることとされている。 
また、消費者の権利を制限し、または消費者の義務を加重するものであって、

信義誠実の原則に反して消費者の利益を一方的に害する契約条項などの不当な

契約条項は無効となることとされている。 
さらに、上記のように、事業者により不当な勧誘行為がなされていたり、不当

な契約条項が用いられていたりする場合には、内閣総理大臣が認定した適格消

費者団体が、その差止めを求めることができることとされている。 
 

（２）需要家代理契約について 



3 
 

代理事業者が代理契約の締結について消費者の勧誘をするに際し、消費者に

対して、当該代理契約の締結によって小売供給契約に割引が適用される旨を告

げ、かつ、当該小売供給契約の割引が適用されなくなる条件又は当該代理契約

に係る手数料を告げなかったことにより、消費者が、当該小売供給契約の割引

が適用されなくなる条件又は当該代理契約に係る手数料が存在しないとの誤認

をし、それによって当該代理契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたとき

は、消費者契約法第４条第２項の規定に基づき、当該申込み又はその承諾の意

思表示を取り消すことができる可能性がある。 

代理事業者はいかなる理由があっても一切損害賠償責任を負わない、代理事

業者に責めに帰すべき事由があっても一切損害賠償責任を負わない、又は代理

事業者に故意又は過失があっても一切損害賠償責任を負わないといった条項

は、債務不履行や不法行為による損害賠償責任の「全部を免除する事項」に該

当し、消費者契約法第８条第１項第１号及び第３号の規定に基づき、無効とな

ることとされている。 

代理事業者の債務不履行により生じた消費者の解除権を放棄させ、又は当該

代理事業者にその解除権の有無を決定する権限を付与する条項は、消費者契約

法第８条の２の規定に基づき、無効となることとされている。  

消費者が代理契約を解約する際に高額な違約金を請求する条項が代理契約に

含まれており、解除に伴う解約料の金額が当該事業者に生ずる「平均的な損害

の額」を超える場合には、平均的な損害の額を超える部分が、消費者契約法第

９条第１号の規定に基づき、無効となることとされている。 

消費者が代理事業者を通さず、ガス小売事業者と直接契約を締結・変更・解

約することを禁じる条項が代理契約に含まれている場合、消費者にとって誰と

契約するかは本来自由であるにもかかわらず、契約相手の選択の自由を制限し

ている点で「公の秩序に関しない規定の適用による場合に比して消費者の権利

を制限し又は消費者の義務を加重する消費者契約の条項」に該当し、消費者契

約法第１０条の規定に基づき、無効となる可能性がある。 

契約期間を設定する際に、いわゆる顧客の囲い込みを目的として、長期間に

わたり消費者を拘束する条項が代理契約に含まれている場合、当該条項は、

「消費者の利益を一方的に害するもの」に該当し、消費者契約法第１０条の規

定に基づき、無効となる可能性がある。 

 このほか、消費者契約法の適用がある場合は、勧誘に際して、 
①重要事項について事実と異なることを告げること、 
②消費者（被害者）が、事業者に退去すべき旨の意思を示したにもかかわらず

退去しないこと 
などの需要家代理人となる事業者の不当な勧誘行為があれば、消費者は、締結さ
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れた契約を取り消すことができることとされている。 
さらに、上記のように、事業者により不当な勧誘行為がなされていたり、不当

な契約条項が用いられていたりする場合には、内閣総理大臣が認定した適格消

費者団体が、その差止めを求めることができることとされている。 

 

以上 

 



「ガスの⼩売営業に関する指針」を改定しました

2019年9⽉30⽇

エネルギー・環境

【2019年10⽉2⽇発表資料差し替え】「ガスの⼩売供給契約及び需要家代理契約に当たり
注意すべき事項例」に関する資料を追加しました。
本⽇、経済産業省は、ガス事業制度検討ワーキンググループでの議論を踏まえ、「ガス
の⼩売営業に関する指針」を改定しました。

1．概要

本指針は、ガスの⼩売全⾯⾃由化に伴い、ガスの需要家の保護の充実等を図るため、ガ
ス⼩売事業者による需要家への適切な情報提供の⽅法等について⽰すものとして平成29

年1⽉に制定されました。

今般、ガス事業制度検討ワーキンググループでの議論を踏まえ、パブリックコメントを
実施した上で、⼀括受ガスが許容されない理由の補⾜説明や、需要家代理モデルの活用
における需要家への適切な情報提供の観点から望ましい⾏為等に関する改定を⾏いまし
た。

関連資料

• 新旧対照表（PDF形式：720KB）
• ガスの⼩売営業に関する指針（PDF形式：944KB）
• ガスの⼩売供給契約及び需要家代理契約に当たり注意すべき事項例（PDF形式：

143KB）

担当

資源エネルギー庁ガス市場整備室⻑下堀
担当者：川越、⻄⽥

電話：03-3501-1511（内線 4751〜4756）
03-3501-2963（直通）
03-3580-8541（FAX）




